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１．はじめに

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

港湾行政の最近の動向について

国土交通省 港湾局

令和２年11月4日
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港湾法における港湾の種類と港湾管理者
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（２）港湾管理者別港湾数 （令和２年４月１日現在）
港湾法第２条第１項に基づき港務局又は地方公共団

体（普通地方公共団体、一部事務組合、広域連合）が
港湾管理者となる。

＜港湾の種類＞

（１）港湾法による分類

①① 国国際際戦戦略略港港湾湾（（港港湾湾法法第第２２条条第第２２項項））
長距離の国際海上コンテナ運送に係る国際海上貨物輸送網
の拠点となり、かつ、当該国際海上貨物輸送網と国内海上
貨物輸送網とを結節する機能が高い港湾であって、その
国際競争力の強化を重点的に図ることが必要な港湾として
政令で定めるもの

②② 国国際際拠拠点点港港湾湾（（港港湾湾法法第第２２条条第第２２項項））
国際戦略港湾以外の港湾であって、国際海上貨物輸送網の
拠点となる港湾として政令で定めるもの

③③ 重重要要港港湾湾（（港港湾湾法法第第２２条条第第２２項項））
国際戦略港湾及び国際拠点港湾以外の港湾であって、海上
輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を
有する港湾として政令で定めるもの

④④ 地地方方港港湾湾（（港港湾湾法法第第２２条条第第２２項項））
国際戦略港湾、国際拠点港湾及び重要港湾以外の港湾
（概ね地方の利害に係る港である）

⑤⑤ 避避難難港港（（港港湾湾法法第第２２条条第第９９項項））
暴風雨に際し小型船舶が避難のため停泊することを主たる
目的とし、通常貨物の積卸し又は旅客の乗降の用に供せられ
ない港湾として政令で定めるもの

⑥⑥ 港港湾湾区区域域のの定定めめののなないい港港湾湾（（港港湾湾法法第第５５６６条条第第１１項項）
港湾区域の定めのない港湾で、都道府県知事が水域を公告したもの

区 分 総数

港 湾 管 理 者
都道府県
知 事

都道府県 市町村 港務局
一部

事務組合
計

国際戦略港湾 5 1 4 0 0 5 －

国際拠点港湾 18 11 4 0 3 18 －

重 要 港 湾 102 82 16 1 3 102 －

（うち避難港） (35) (29) (6) (0) (0) (35) －

地 方 港 湾 807 504 303 0 0 807 －

（うち避難港） (35) (29) (6) (0) (0) (35) －

計 932 598 327 1 6 932 －

5 6 条 港 湾 61 － － － － － 61

合 計 993 598 327 1 6 932 61

港湾の種類と配置
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（南鳥島）（沖ノ鳥島）

奄美・沖縄諸島

国際戦略港湾（ 5港）

国際拠点港湾（18港）

重要港湾 （102港）

稚稚内内

神神
戸戸

尼尼
崎崎
西西
宮宮
芦芦
屋屋

大大阪阪

堺堺泉泉北北
阪阪南南

日日高高
橘橘

徳徳
島島
小小
松松
島島

尾尾鷲鷲
高高
松松

坂坂
出出

高高
知知

津津松松阪阪

名名古古屋屋四四
日日
市市

衣衣浦浦
三三河河

新新
居居
浜浜

須須
崎崎

東東
予予

今今
治治

松松
山山

宿宿
毛毛
湾湾

宇宇
和和
島島

三三
島島
川川
之之
江江

東東
播播
磨磨

姫姫
路路

御御
前前
崎崎

和和歌歌山山下下津津

岡岡
山山

宇宇
野野

水水
島島

福福
山山

尾尾
道道
糸糸
崎崎

呉呉

広広
島島

岩岩
国国

徳徳
山山
下下
松松

三三
田田
尻尻
中中
関関

宇宇
部部

小小
野野
田田

下下
関関

苅苅
田田

北北
九九
州州

中中
津津

別別
府府 大大

分分

博博
多多

津津
久久
見見

佐佐
伯伯

唐唐
津津

伊伊万万里里

三三池池

熊熊本本
三三角角

八八代代
細細島島

佐佐世世保保

長長崎崎
福福江江

厳厳原原

郷郷ノノ浦浦

西西之之表表

川川内内

鹿鹿児児島島
志志布布志志

油油津津

宮宮崎崎

三三
隅隅

浜浜
田田

西西郷郷

境境
鳥鳥
取取

舞舞鶴鶴

敦敦賀賀

清清
水水

田田
子子
のの
浦浦

横横
須須
賀賀

東東京京

川川崎崎

横横浜浜

千千葉葉

木木更更津津

鹿鹿島島

茨茨城城金金沢沢
伏伏木木富富山山

七七尾尾 直直江江津津

新新潟潟

小小木木

両両
津津

小小名名浜浜

相相馬馬

仙仙台台塩塩釜釜

大大船船渡渡酒酒田田

釜釜石石

宮宮古古

久久慈慈

八八戸戸

秋秋田田

船船川川

能能代代

むむつつ小小川川原原
青青森森

名名瀬瀬

運運天天

金金武武湾湾

中中城城湾湾那那覇覇

平平良良

石石垣垣

紋紋別別

網網走走

根根室室

釧釧路路

十十勝勝

苫苫小小牧牧

室室蘭蘭

函函館館

小小樽樽

石石狩狩湾湾新新

留留萌萌

1－2



有施設延長 ９．７千km

我が国の海岸線の概要

※

海海面面利利用用・・海海洋洋環環境境
はは海海岸岸法法のの対対象象外外

原則として50ｍ 原則として50ｍ

海岸保全区域

原原則則ととししてて
5500ｍｍをを超超ええるる陸陸域域はは

海海岸岸法法のの対対象象外外

海岸及び海岸と連続性のある区域

▽

▽

満潮位

干潮位

一般公共海岸
区域延長
８．７千km

その他

１３．０千km

海岸保全区域延長※ １３．７千km

農
村
振
興
局

水
産
庁

水
管
理
・
国
土
保
全
局

港
湾
局

水
管
理
・
国
土
保
全
局

農
振
共
管

1,700km 3,200km 5,200km 4,200km 200km

日本の海岸線の総延長は、約３５．３千kmと極めて長大であり、このうち防護工事の対象となる
海岸として、約１４．3千kmが海岸保全区域に指定されている。

海岸法の適用範囲

※ 「海岸保全区域延長」は二線堤(0.5千km)を含まない。
※ 「砂浜のある海岸線延長」は図面及び航空写真等から計測された値である。
※ 所管別現況は重複区間を含む
資料）令和元年度版 海岸統計（平成30年3月31日現在）

砂浜のある海岸線延長
約4.9千km

・保安林
・鉄道護岸
・道路護岸
・飛行場 など

※指定の日の属する年の春分の日における満潮位・干潮位

※

海岸線延長 約３５.３千km
所管別現況

5

港湾の整備に係る事業区分

4

航路・泊地
防波堤

荷役機械

倉庫
港湾業務用施設等

港湾関連用地・

工業用地等
ふ頭用地※

岸壁

上屋

【 】は事業主体を示す。

港湾整備事業
【港湾管理者または国】

（防波堤、岸壁、航路・泊地等）

民間（港湾運営会社等）による港湾関係事業
【民間事業者】

港湾機能施設整備事業
【港湾管理者】

臨海部土地造成事業
【港湾管理者等】

港湾関係起債事業

※国際戦略港湾における高規格コンテナターミナル(水深16m以上の耐震強化
岸壁を有するもの)に附帯する荷さばき地についてのみ国で整備

○一般公衆の利用に供する防波堤、岸壁、航路・泊地等について、国または港湾管理者が公共事業（港湾整
備事業）として整備。

○ふ頭用地及び上屋等について、港湾管理者が起債事業（港湾機能施設整備事業）で整備。
○港湾関連用地・工業用地等について、港湾管理者等が起債事業（臨海部土地造成事業）で整備。

○これらの他、港湾管理者・地方公共団体、港湾運営会社及び民間事業者が自ら必要となる港湾施設を整備。
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令和２年度 港湾局関係予算の規模

7

注１）国費は、歳出国費である。
２）上記には内閣府分（沖縄関連）を含む。
３）本表のほか、令和2年度予算案には以下がある。

① 東日本大震災復興特別会計に計上する復旧・復興事業（港湾：101億円、災害復旧：61億円）（国費）
② 受託工事費（港湾：55億円）（国費）
③ 社会資本整備総合交付金（7,627億円【うち臨時・特別の措置：349億円】）の内数、防災・安全交付金（10,388億円【うち臨時・特別の措置：2,541億円】）の内数及び復興庁計上の

社会資本整備総合交付金（1,198億円）の内数（いずれも国費）
④ 観光庁計上のインフラ等の地域資源活用・クルーズ寄港促進事業（13億円）の内数（国費）
⑤ 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所における運営費交付金(52億円)の内数 (国費)
⑥ 港湾関係起債事業の起債見込み額（869億円）

４）前年度予算額は、通常分であり、臨時・特別の措置を含まない。
５）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

事 業 区 分

令 和 2 年 度

前 年 度

（D)

通 常 分

（A）

臨 時 ・ 特 別
の 措 置

（B)

合 計

（C=A+B）

対前年度比

（A/D）

対前年度比

（C/D）

公

共

港 湾 整 備 事 業
事業費 22,,664411 11..0011 444422 33,,008822 11..1177 2,626 

国 費 22,,441111 11..0011 441188 22,,882299 11..1199 2,386 

港 湾 海 岸 事 業
事業費 112200 11..1111 2266 114466 11..3355 108 

国 費 111100 11..0077 2266 113366 11..3322 103 

災 害 復 旧 事 業 等
事業費 1166 11..0022 -- 1166 11..0022 16 

国 費 1133 11..0000 -- 1133 11..0000 13 

合 計
事業費 22,,777777 11..0011 446688 33,,224455 11..1188 2,750

国 費 22,,553344 11..0011 444444 22,,997788 11..1199 2,502

非

公

共

港 湾 関 連 デ ー タ 連 携 基 盤 の
構 築 に 必 要 な 経 費

国 費 44 11..2288 -- 44 11..2288 3 

国 際 戦 略 港 湾
競 争 力 強 化 対 策 事 業 等

事業費 1188 00..9911 -- 1188 00..9911 20 

国 費 1122 00..9944 -- 1122 00..9944 13 

国 際 ク ル ー ズ 旅 客
受 入 機 能 高 度 化 事 業

事業費 1188 00..8844 -- 1188 00..8844 21 

国 費 66 00..8844 -- 66 00..8844 7 

海洋再生可能エネルギー発電設備の
整 備 に 係 る 海 域 の 利 用 調 整 に
必 要 な 経 費

国 費 33 11..0033 -- 33 11..0033 3 

行 政 経 費 国 費 99 11..0000 -- 99 11..0000 9 

合 計 国 費 3355 00..9977 -- 3355 00..9977 36 

総 合 計 国 費 22,,556699 11..0011 444444 33,,001133 11..1199 2,537 

（億円）
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２．港湾行政の最近の動向
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土圧の軽減

地盤改良

液状化対策

岸壁

ふ頭用地

耐震強化岸壁

臨港道路の液状化対策

橋梁の耐震化

波浪の見直し

施設の補強・嵩上げ

多重防護

頻頻発発化化・・激激甚甚化化すするる台台風風にに対対応応ししたた高高潮潮・・高高波波対対策策

高高潮潮・・高高波波対対策策ののイイメメーージジ

防防波波堤堤ににおおけけるる「「粘粘りり強強いい構構造造」」のの導導入入

粘粘りり強強いい構構造造ののイイメメーージジ

ネネッットトワワーーククをを意意識識ししたた岸岸壁壁・・臨臨港港道道路路等等のの耐耐震震化化

ネネッットトワワーーククをを意意識識ししたた耐耐震震化化ののイイメメーージジ

暴暴風風にによよるる船船舶舶走走錨錨へへのの対対応応

走走錨錨船船舶舶のの衝衝突突にによよるる橋橋梁梁のの損損傷傷
（（横横浜浜港港のの事事例例））

防防波波堤堤内内にに避避泊泊すするる船船舶舶
（（下下田田港港））

大規模災害に対する港湾の防災・減災、国土強靱化の推進

○頻発化・激甚化する高潮・高波・暴風や、南海トラフ地震等切迫する大規模地震・津波等の災害に備えるため、ソフト・ハード
を総動員し、港湾の防災・減災、国土強靱化を推進する。

9

平平成成30年年台台風風第第21号号
大大阪阪湾湾周周辺辺のの被被害害

令令和和元元年年房房総総半半島島台台風風、、東東日日本本台台風風

東東京京湾湾のの被被害害

切切迫迫すするる南南海海トトララフフ地地震震

南南海海トトララフフ巨巨大大地地震震のの被被害害想想定定
＜陸側ケース＞

資資産産等等被被害害 ・・・・・・117711..66兆兆円円
経経済済被被害害・・・・・・3366..22兆兆円円
港港湾湾機機能能のの機機能能停停止止にによよるる経経済済活活動動
損損失失額額・・・・・・2200..11兆兆円円

神神戸戸港港

尼尼崎崎西西宮宮芦芦屋屋港港

和和歌歌山山下下津津港港 横横浜浜港港金金沢沢地地区区

横横浜浜港港本本牧牧地地区区

川川崎崎港港

高高潮潮浸浸水水でで火火災災がが発発生生ししたた
ココンンテテナナタターーミミナナルル 海海底底トトンンネネルルへへのの高高潮潮浸浸水水

住住宅宅地地へへのの高高潮潮浸浸水水高高潮潮浸浸水水でで炎炎上上ししたた中中古古車車

高高波波にによよるる護護岸岸倒倒壊壊 越越波波にによよるる建建物物損損壊壊

高高波波でで押押しし上上げげらられれてて破破損損
ししたた桟桟橋橋

高高波波でで破破損損ししたた管管理理棟棟

高高波波にによよるる護護岸岸倒倒壊壊

高高波波にによよるる護護岸岸倒倒壊壊

高高波波でで浸浸水水ししたた工工業業団団地地
被被害害額額384社社約約250億億円円
（（大大企企業業やや一一部部事事業業者者をを除除くく））

支支払払保保険険金金１１兆兆円円((台台風風被被害害額額のの総総計計))

房房総総半半島島台台風風 支支払払保保険険金金約約55千千億億円円
東東日日本本台台風風 支支払払保保険険金金約約66千千億億円円
((各各台台風風とともも台台風風被被害害額額のの総総計計））

増大する臨海部の災害リスク

○平成３０年台風第２１号、令和元年房総半島台風、東日本台風など、臨海部の台風被害が激甚化・頻発化。
また、南海トラフ地震など我が国の社会経済に甚大な被害を与える大規模地震が切迫。

○港湾は背後に人口や資産が集積し、また国際貿易・海上物流の拠点。大規模自然災害や複合災害に対して
も、人命や資産の防護・被害の軽減を図るとともに、基幹的な海上交通ネットワークの機能を維持し、経済活
動を支えるサプライチェーンへの影響を最低限に抑制するため、高潮・高波対策や地震・津波対策の加速化
など臨海部の安全性向上が不可欠。

8
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⁰

「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」を踏まえた対策の推進

○国民の生命を守り、暮らしと経済を支える重要インフラの機能確保のため、平成30年度に行った緊急点検の
結果等を踏まえ、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について、令和2年度までの3年間で「防災・減災、
国土強靱化のための3か年緊急対策」として集中的に実施。

○ 3か年緊急対策後も、近年の自然災害の課題や令和2年度までの取組を踏まえ、中長期的な視点に立った計
画的な取組を行うとともに、老朽化対策を推進するなど、防災・減災、国土強靱化の更なる加速化・深化を図る。

防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策（港湾）

＜臨港道路＞
トンネルの冠水対策、橋梁の耐震対策、
道路の液状化対策、港湾BCPの充実化

＜防波堤＞
高潮･高波対策、港湾BCPの充実化

＜外貿コンテナターミナル＞
コンテナ流出対策、電源浸水対策、
耐震対策、港湾BCPの充実化

＜内貿ユニットロードターミナル＞
コンテナ流出対策、電源浸水対策、
停電対策、耐震対策、港湾BCPの
充実化

＜クルーズターミナル＞
情報提供体制の確保、港湾BCPの
充実化

＜緊急物資輸送ターミナル＞
耐震強化岸壁の整備、港湾BCPの
充実化

上部工の嵩上げ

消波ブロックの嵩上げ

対策後

対策による効果発現事例（徳島小松島港における防波堤等の嵩上げによるフェリーターミナルの浸水防止）

ターミナルビルに迫る波

防波堤フェリー
ターミナル

対策前

高波

高波で浸水した

フェリーターミナル

平成30年台風第21号の影響で岸

壁を越波した高波により、フェリー
ターミナルビルが一時孤立化。

令和元年東日本台風では、平成30
年台風第21号と同程度の波高を記

録したが、防波堤・消波ブロックの
嵩上げが完了していたことで、フェ
リーターミナルの浸水を防止。

台風通過後のフェリーターミナル

における荷役の様子

11

10

○令和２年５月に台風対策を強化した「港湾の事業継続計画策定ガイドライン（改訂版）」を公表。
○これに伴い、各港で港湾BCPの改訂を進めるとともに、訓練等を通じた港湾BCPの実効性確保に取り組む。

※港湾ＢＣＰ：大規模地震が発生しても、当該港湾の重要機能が最低限維持できるよう、自然災害等の発生後に行う具体的な対応（対応計画）と、平
時に行うマネジメント活動（マネジメント計画）等を示した文書。

港
湾
B
C
P

基本方針

実施体制

分析・検討（影響度分析・リスク分析等）

対応計画
直前予防対応

初動対応
機能継続に関する対応

緊急輸送対応

事前対策の実施
教育・訓練の実施計画
見直し・改善の実施計画

マネジメント計画

※各マネジメント活動について作成。
平時に実施する活動内容を計画

※緊急時の様々な具体的対
応を時系列に沿って計画

※台風等災害が予見される場合の被害軽減策等
（改訂版で追加）

港湾BCPの構成

代替輸送机上訓練

航路啓開訓練

被災状況点検訓練

港湾の事業継続計画（港湾BCP）の実効性確保に向けた取組
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⁰

「防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策」を踏まえた対策の推進

○国民の生命を守り、暮らしと経済を支える重要インフラの機能確保のため、平成30年度に行った緊急点検の
結果等を踏まえ、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策について、令和2年度までの3年間で「防災・減災、
国土強靱化のための3か年緊急対策」として集中的に実施。

○ 3か年緊急対策後も、近年の自然災害の課題や令和2年度までの取組を踏まえ、中長期的な視点に立った計
画的な取組を行うとともに、老朽化対策を推進するなど、防災・減災、国土強靱化の更なる加速化・深化を図る。

防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策（海岸）

＜水門・陸閘等の電力供給停止時の操作確保対策＞
予備発電機の設置等

＜海岸堤防等の高潮･津波対策＞
堤防の嵩上げ･消波施設の整備等

対策による効果発現事例（横須賀港海岸における護岸整備）

＜海岸堤防等の耐震対策＞
耐震照査の実施、耐震対策の実施

＜高潮対策等のためのソフト対策＞
観測施設の欠測防止対策等

整備前の越波状況（平成19年撮影） 整備後の様子（令和２年撮影）

令和元年房総半島台風（R1.9.9最接近）による
浸水被害を回避

拡大
嵩上げ区間

13

12

新潟港海岸
（侵食対策）

大分港海岸
（津波・高潮対策）

和歌山下津港海岸
（津波・高潮対策）

下関港海岸
（津波・高潮対策）

広島港海岸
（津波・高潮対策）

津松阪港海岸
（津波・高潮対策）

指宿港海岸
（侵食対策）

高知港海岸
（津波・高潮対策）

：台風常襲地帯

：南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域

☆☆：補助

○○：直轄

津波から市街地を防護する水門
（和歌山下津港海岸）

海岸整備による砂浜の回復
（新潟港海岸）

高潮から背後地域を守る護岸
（名古屋港海岸）

高波から背後地域を守る離岸堤
（指宿港海岸）

○港湾海岸は防護が必要な海岸延長全体の約３割であるが、防護人口は全体の約６割を占め、背後地に物流・
産業・市街地機能が高度に集積しており、切迫性の高い南海トラフ地震・津波や頻発する台風等に備えた防
護機能の確保が特に重要である。

＜津波・高潮対策＞

＜侵食対策＞

津波・高潮・侵食被害に備えた港湾海岸の整備

1－7



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

整備岸壁数

建設後50年以上経過する岸壁数（累積による見通し）

＜＜老老朽朽化化のの進進行行にによよるる課課題題＞＞

＜岸壁の背面土砂吸出しによる陥没事案＞

＜＜供供用用後後50年年以以上上経経過過すするる岸岸壁壁のの割割合合＞＞

母数：岸壁約5,000施設※

22001155年年33月月 22004400年年33月月

約約11割割 約約77割割約約22割割

22002200年年33月月

※国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾の公共岸壁数（水深4.5m以深）：国土交通省港湾局調べ
※竣工年不明施設は約100施設については上記の各グラフには含めていない

＜＜各各年年度度にに整整備備ししたた係係留留施施設設数数とと供供用用後後5500年年をを経経過過すするる公公共共岸岸壁壁のの推推移移＞＞

○高度経済成長期に集中的に整備した施設の老朽化が進行。
○係留施設は、建設後50年以上の施設が2020年3月の約2割から、2040年3月には約7割に急増する。

＜埋立護岸の背面土砂吸出しによる陥没事案＞

施設の劣化による破損や事故が近年多発。

港湾施設の老朽化の進行

15

船舶津波避難マニュアル作成の手引き
（H26.3 海事局策定済み）

原原則則：迅速な沖合退避

沖沖合合退退避避のの時時間間ががなないい場場合合：係留避難（係留索の増強等）

係係留留避避難難のの時時間間ももなないい場場合合：船員のみ安全な場所へ避難

海・船の視点から見た港湾強靭化の検討

沖合の退避泊地の確保（H25d 港湾法改正済み）

迅速な沖合退避を可能とする港湾施設の在り方・技術開発等

港湾BCP改訂

安全な係留避難を可能とする港湾施設の在り方・技術開発等

コンビナートや水門等重要施設の損傷を回避する方策等

港湾の津波避難施設の設計ガイドライン（H25.10策定済み）
津波避難機能の確保

船舶の岸壁への乗り上げが発生（仙台塩釜港）

船舶漂流に伴う荷役機械への衝突（鹿島港）

海・船の視点から見た港湾強靭化に向けた検討内容

東日本大震災における地震・津波の来襲時の船舶の避難可否・被害状況

2011年に海事局が実施したアンケート結果を基に作成

東日本太平洋沿岸における船舶避難の可否

東日本大震災における船舶の被害

（地震発生時に港外にいた船舶も含む）
東日本太平洋沿岸における船舶被害の割合

（地震発生時に港外にいた船舶も含む）

被害があった船舶
25％（36隻）

被害が無かった船舶
75％（107隻）

N=143隻

避難出来た船舶
62％（66隻）

N=107隻

避難出来なかった船舶※

38％（41隻）

海・船の視点から見た港湾強靭化の検討

 南海トラフ巨大地震や千島海溝等での巨大地震の切迫性が高まる中、大規模地震・津波発生時に想定される海・船の視点
から見たリスクを洗い出し、ソフト・ハード一体となった総合的なリスク軽減策の検討を行う目的として、令和2年6月、「海・船
の視点から見た港湾強靭化検討委員会」を設置、上記検討に着手。

 今後、秋頃に第2回委員会を開催するとともに、今年度中の対策案取りまとめを予定。

※一部、不明船舶含む

14
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国際コンテナ戦略港湾の機能強化

17

○ 国際基幹航路の維持・拡大を図るため、国際コンテナ戦略港湾において、ハード整備を引き続き推進。

○ 既存ストックを最大限活用する観点から、ＡＩやデータ連携による港湾物流の生産性向上を重点化。

国際コンテナ戦略港湾政策

（事例）ハードの整備

政政策策目目的的：：国国際際基基幹幹航航路路のの我我がが国国へへのの寄寄港港をを
維維持持・・拡拡大大すするるこことと。。

 国際基幹航路の維持・拡大により、企業の立地環境
を向上させ、我が国経済の国際競争力を強化

⇒ 雇用と所得の維持・創出

本牧ふ頭

南本牧ふ頭

新本牧ふ頭
横浜港（イメージ） （横浜市提供資料）

ＡＩやデータ連携による港湾物流の生産性向上
＜ヒトを支援するＡＩターミナル＞

AI等を活用したターミナル
オペレーションの最適化

RTGの遠隔操作化

外来トレーラーの自働化

コンテナダメージチェックの効率化

「CONPAS」の活用によるコン
テナ搬出入処理能力の向上

荷役機械の故障の
予兆の事前把握

熟練技能者の暗黙知の継承

＜港湾関連データ連携基盤＞

荷主 陸運 ＣＴ 税関

S/I 船腹予約 空PUO I/V P/L

・・・・

書類間の情報連携

海貨 船会社 海貨 海貨 通関

許可申請

NACCS
情報の利活用により、利便性・生産性を最大限に向上

本船荷役時間の
最小化

港湾労働者の
労働環境の改善

外来シャーシの構内
滞在時間の最小化

荷役機械の燃料、維持修繕費節約
によるコスト削減

データ連携

国際コンテナ戦略港湾政策推進WGを設置し、毎年度、
政策効果等について検証。

 ハハーードド整整備備、、ヒヒトトをを支支援援すするるAAIIタターーミミナナルル、、港港湾湾関関連連
デデーータタ連連携携基基盤盤のの構構築築等等のの取取組組にによよりり、、国国際際ココンンテテナナ
戦戦略略港港湾湾のの機機能能向向上上をを図図るる。。

国際コンテナ戦略港湾の機能強化の方向性

老朽化の進行による港湾機能の停止を防止するための老朽化対策の推進

これまで経験したことがない自然災害に対応するためにも、老朽化が進行する港湾施設に対し、ライフサイクルコ
ストの低減や切れ目ない港湾機能の確保を図るための予防保全的な維持管理に基づく対策を緊急的に講じる。

施工前

台風等により桟橋裏面の鉄筋コンクリートの腐食が進行。

施工後

港湾施設における老朽化対策（事例）予防保全型維持管理への転換

性
能

施設を供用できる性能限界

供用期間

施設の長寿命化
予防保全的な維持管理へ転換

改良工事

（コスト小）

当初のライフサイクル（設計供用期間）

抜本的な

更新工事

（コスト大）

施設の老朽化状況、利用状況、優先度等を考慮したうえ

で、港湾単位で予防保全計画を策定し、これに基づいて計

画的かつ効率的に改良工事を行うことにより、ライフサイク

ルコストを抑制しつつ、個々の施設の延命化を図る。

施設の

性能劣化曲線

16
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19

国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を改善し、我が国産
業の国際競争力を強化 ⇒ 雇雇用用とと所所得得のの維維持持・・創創出出

○平成３１年（２０１９年）から概ね５年以内
国際コンテナ戦略港湾において、欧州・北米航路をはじめ、中南米・アフリカ等多多方方面面・・多多頻頻度度のの直直航航ササーービビ

ススをを充充実実させることで、グローバルに展開する我が国立地企業のサプライチェーンマネジメントに貢献する

政政策策目目標標

Cargo Volume

Cost

Convenience

・当該港湾への寄港で取り扱える貨物量が多いこと

・コンテナ船の寄港コストや荷主の利用コストが低廉
であること

・大型船が支障なく寄港できる施設が整っていること
・寄港に伴う時間的なロスが少ないこと
・周辺港や内陸との円滑な接続が可能であること
・流通加工等付加価値を提供する機能が充実している

こと

国国際際ココンンテテナナ戦戦略略港港湾湾へへのの
「「集集貨貨」」

国国際際ココンンテテナナ戦戦略略港港湾湾へへのの
産産業業集集積積にによよるる「「創創貨貨」」

国国際際ココンンテテナナ戦戦略略港港湾湾のの
「「競競争争力力強強化化」」

目目標標達達成成ののたためめにに港港がが備備ええるるべべきき要要件件

・国際コンテナ戦略港湾におけるアジア広域からの集貨に資

するフィーダー航路網の充実及び積替機能強化を促進 等

・荷さばき、流通加工、保管等の複合機能を有する物流施設

のコンテナターミナル近傍への立地を促進 等

・コンテナ船の大型化や取扱貨物量の増大等に対応した大水

深コンテナターミナルの機能強化

・良好な労働環境と世界最高水準の生産性を確保するため

「ヒトを支援するＡＩターミナル」を実現

・とん税・特別とん税に係る特例措置等による入出港コスト

低減 等

今今後後のの取取りり組組みみ

政政策策目目的的

国際コンテナ戦略港湾：我が国の国際コンテナ港湾の競争力強化を図るために平成22年(2010年)8月に選定された港湾。具体的には阪神港と京浜港の２港。

国際コンテナ戦略港湾政策の推進

○船上で在庫をコントロールしており、速達性よ

りも定時性が重要。

○必ずしも国際基幹航路でなくとも良い。日数

が同等であれば、安価なトランシップ便利用。

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症のの影影響響前前

機械
メーカー

2020年1月～5月に国土交通省港湾局において実施した荷主ヒアリングをもとに作成

建設
機械

メーカー

新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症のの影影響響後後

○上海積み替えする母船が欠航し、欧米向け貨物の到

着が遅延。積積替替ええががああるるとと直直航航便便にに比比べべてて、、そそれれだだけけ

遅遅延延ののリリススククもも高高ままるることを実感。

○トランシップのリスク（ロックダウンによる荷役停滞等）

や運賃差を考えると、国国際際基基幹幹航航路路のの利利用用ににメメリリッットト

を感じる場面も出てきた。

18

我が国の海上コンテナ貿易額の推移（２０２０年 １月～８月）

国際基幹航路に関する荷主の声

新型コロナウイルス感染症の国際物流への影響

（百億円） （前年同月比）

226 275 285 248 
191 216 242 236 

292 
179 

251 280 

244 
247 

253 

229 

-2.9%

-4.4%

-12.4%
-18.1%

-26.0% -27.2%

-16.1%

-12.6%

-1.3%

-25.7%

-5.8%
2.6%

-14.0%
-3.1%

-14.9%

-13.6%

-50.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

10.0%

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

輸出 輸入 前年同月比（輸出） 前年同月比（輸入）

【【輸輸出出】】 ２～６月にかけて減少傾向（６月▲２７％減）であり、

その後は回復傾向（８月は▲１３％減）。

(参考) 北米方面（８月）：▲２０％減 欧州方面（８月）：▲１５％減

【【輸輸入入】】 ２月に急減。３・４月は改善したものの、

５月は再び減少（▲１４％減）。８月は▲１４％減。
(参考) ２月の中国方面は▲５５％減（その後は回復し、４月以降は前年同水準）。

北米方面（８月）：▲２１％減、欧州方面（８月）：▲１３％減

（出典）貿易統計より国土交通省港湾局作成
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阪神港における令和２年度の実施中プロジェクト

21

［北港南地区］
国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事業（水深16m）
事業期間：H3～R10予定

大阪港

北港南

［ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ（第２期）地区、六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ地区］
国際海上コンテナターミナル整備事業（水深16m）
事業期間：S62～R7予定

撮影：平成29年11月

ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ
（第2期）

六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ

神戸港

［西部工区地区～六甲アイランド地区］
大阪湾岸道路西伸部（六甲アイランド北～駒栄）
事業期間：H28～

西部工区

写真： © Airbus 2019

公 共

※事業評価ベース記載

京浜港における令和２年度の実施中プロジェクト

20

［中央防波堤外側地区］
国際海上コンテナターミナル整備事業（臨港道路南北線）
事業期間： H26～R2 （R2.6.20 開通）

［東扇島～水江町地区］
臨港道路整備事業
事業期間：H21～R5予定

写真：Google

東扇島

水江町

川崎港

南本牧ふ頭

本牧ふ頭

新本牧ふ頭

［南本牧ふ頭地区］
国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ整備事業（水深18m)
事業期間：H19～ （暫定供用中）

横浜港

[中央防波堤外側地区]
国際海上コンテナターミナル整備事業(水深16m)
事業期間：H19～R6予定

10号地その２

中央防波堤外側

東京港

写真：Google

［南本牧～本牧ふ頭地区］
臨港道路整備事業
事業期間：H21～

［新本牧ふ頭・本牧ふ頭地区］
国際海上ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ再編整備事業（水深18m等)
事業期間：H31～R13予定

公 共

※事業評価ベース記載
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コンテナターミナルの生産性革命～「ヒトを支援するAIターミナル」の実現に向けて～

IC

目指すべき方向性

①②ＡＩ等を活用した荷繰り回数の

最小化等によるターミナルオペレー
ションの最適化

③遠隔操作化によるRTG（※）処理能力の
最大化とオペレーター労働環境の改善

⑧外来トレーラーの自働化による
ドライバーの労働環境改善と
コンテナ輸送力の維持

IC

⑦コンテナダメージチェック支援

システムの開発によるコンテナ
搬出入の迅速化

⑩荷役機械の作動データの蓄積・

分析による故障の予兆の事前把握

⑨熟練技能者の荷役操作の
暗黙知を継承することによる
若手技能者の早期育成

④⑤⑥新・港湾情報システム「CONPAS」の活用
によるコンテナ搬出入処理能力の向上

※※RTG：：タタイイヤヤ式式門門型型ククレレーーンン（（Rubber Tired Gantry crane)

外来シャーシの構内
滞在時間の最小化

本船荷役時間の
最小化

荷役機械の燃料、維持修繕費
節約によるコスト削減

「「ヒヒトトをを支支援援すするるＡＡＩＩタターーミミナナルル」」
ののイイメメーージジ

○我が国コンテナターミナルにおいて、「ヒトを支援するAIターミナル」を実現し、良好な労働環境と世界最高水準の生産性を確保する
ため、AI等を活用したターミナルオペレーションの最適化に関する実証等を行うとともに、遠隔操作RTGの導入を促進する。

「ヒトを支援するＡＩターミナル」の実現により、２０２３年度中に、コンテナ船の大型化に際しても

その運航スケジュールを遵守した上で、外来トレーラーのゲート前待機をほぼ解消することを目指す。
23

港湾労働者の
労働環境の改善

国際戦略港湾競争力強化対策事業

集集貨貨ののイイメメーージジ

事事業業ススキキーームム

国

港湾運営会社

事業対象者

補助対象事業

補助
（事業費の１／２）

国際戦略港湾競争力強化対策事業は、港湾運営会社が国の補助を受けながら実施する集貨の取組みであり、

平成26年度以降実施している本事業の効果の維持・定着を図るとともに、国内及び東南アジア等からの集貨の

ためのフィーダー航路網の充実及び国際コンテナ戦略港湾の積替機能強化を特に促進するもの。

22

釜山港等

阪神港
京浜港

欧州・北米等

【【目目標標】】
欧欧州州・・北北米米ををははじじめめ中中南南米米・・アアフフリリカカ等等
多多方方面面・・多多頻頻度度のの直直航航ササーービビススのの充充実実

国際コンテナ戦略港湾
の積替機能強化

国内とのフィーダー
航路網充実

京浜港

阪神港

東南アジア等

国外とのフィーダー
航路網充実

基幹航路向け貨物を
国際コンテナ戦略港湾

利用への転換

東南アジア等
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穀物
５港（「釧路港」、「鹿島港」、「名古屋港」、

「水島港」、「志布志港」）

石炭 ３港（「小名浜港」、「徳山下松港・宇部港」）

鉄鉱石 ３港（「木更津港」、「水島港・福山港」）

【【国国際際ババルルクク戦戦略略港港湾湾のの選選定定港港】】((HH2233年年55月月選選定定))

し ぶ し

とくやまくだまつ

穀物

石炭

鉄鉱石

中型船による輸送
（個々の企業による輸送）

海海外外積積出出港港

A港 B港 C港

大型船による大量輸送
（複数企業によるばら積み貨物の相積み等）

海海外外積積出出港港

二次輸送
（内航船）

複数港寄り
（大型船）A港

B港
C港

(拠点港)
(連携港)(連携港)

これまで これから

○我が国は資源・エネルギー等のほぼ100％を海外からの輸入に依存。これらのばら積み（バルク）貨物を輸入
する岸壁は、近隣諸国と比較して整備年が古く、水深も浅い傾向にあり、各港湾毎に中型船による非効率な海
上輸送が行われている。

○このため、大型船が入港できる港湾を拠点的に整備し、企業間連携による大型船を活用した共同輸送を促進
することで、国全体として安定的かつ効率的な資源・エネルギー等の海上輸送網の形成を図る。

水島港・福山港

国際バルク戦略港湾政策

25

荷主

海貨

陸運

ターミナル
オペレーター

船会社

S/I
FAX

船腹予約

海貨

予約確認

空PUO

Email
TEL

通関・倉庫

税関

I/V
P/L

FAX
許可申請

自社システム TEL

引取予約

・・・

手入力 作成

作成

手入力

荷主 陸運 ＣＴ

S/I 船腹予約 空PUO I/V P/L

・・・
・

必要事項入力

書類間の情報連携

海貨 船社 海貨 海貨 通関

業種ごとの伝達情報

8.9%

29.4
%

60.6
%

1.2% 荷荷主主

13.5%

25.5%
60.5%

0.4%
海海貨貨

38.4
%

20.6
%

39.9
%

1.1%
外外航航船船社社

30.2%

19.8%

47.5%

2.4%
陸陸運運

【現状の情報伝達の課題】

• 紙情報の伝達による再入力・照合作業の発生

• トレーサビリティの不完全性に伴う問合せの発生

⇒潜在コスト増加の一因に

• 書類記載内容の不備等の発生

⇒渋滞発生の一因に

【情報連携による短期的効果（港湾物流）】

• データ連携による再入力・照合作業の削減

• トレーサビリティ確保による状況確認の円滑化

【情報利活用による長期的効果】

• データ分析に基づく戦略的な港湾政策立案（国等）

• 蓄積される情報とAI等の活用等により新たなサー
ビスの創出（民間事業者等）

• 港湾物流、港湾管理、港湾インフラの各分野の有
機的連携によるシナジー効果（物流情報と施設情報の連

携による行政の効率化、災害対応力強化等）

○ 現状、紙・電話等で行われている民間事業者間の港湾物流手続を電子化することで業務を効率化する「港湾
関連データ連携基盤（港湾物流）」を構築。

○ さらに、港湾物流、港湾管理、港湾インフラの各分野の情報を全て電子化し、 有機的にデータ連携させること
で、我が国港湾の生産性向上、国際競争力強化を実現。

情報の利活用
港湾管理 港湾インフラ

港湾物流全体の生産性の向上、国際競争力強化

港湾物流

○港湾関連データ連携基盤（港湾物流）

「港湾関連データ連携基盤」の概要

24
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石垣

名瀬

那覇

平良

釧釧路路

東京
千葉

茨城

八戸

大阪

堺泉北

宇野

松山

岩国

苅田

大分

宮崎

油津

広島 横須賀

三河

神戸

鹿児島

敦賀

川崎

徳島小松島

新潟

秋田

小樽

舞鶴

清水

苫小牧

亀徳

和泊

与論本部

仙台

細島

志布志

博多

北
九
州

三島

御前崎

別府

水島

名古屋

名古屋

坂出中津

□北九州～横須賀
新規フェリー航路
（SHKグループ新会社）
令和3年春 就航予定
・総トン数 ：約16,000トン
・所要時間 ：20時間30分

○○フフェェリリーー・・ROROのの就就航航状状況況※※・・新新規規就就航航のの例例

RORO船
フェリー

●北九州港における取組

新たに岸壁、ふ頭用地を整備し、
複合一貫輸送ターミナルを機能強化

□博多～敦賀 新規RORO航路
（近海郵船） 令和元年4月就航
※13年ぶりに復活
・総トン数 ：約9,800トン
・所要時間 ：約19時間

●苫小牧港における取組

岸壁の改良、ふ頭用地を整備し、
複合一貫輸送ターミナルを機能強化

※※フフェェリリーーににつついいててはは、、300km以以上上のの長長距距離離航航路路ののみみ記記載載

○トラックドライバーの需給が厳しくなることが想定されるなか、国内物流を支える手段としてのフェリー・RORO船の役割が注目
され、新規就航が相次いでおり、合わせて必要なターミナルの機能強化を実施している。

□苫小牧～東京～清水～大阪
～清水/東京～仙台
新規RORO航路
（栗林商船） 平成30年5月就航

・総トン数 ：約13,000トン

内航フェリー・ROROを取り巻く変化

27

国際バルク戦略港湾政策の推進

小名浜港（石炭） 釧路港（穀物） 徳山下松港・宇部港（石炭）

水島港（穀物） 志布志港（穀物）

民民間間投投資資 約約33,,000000億億円円

岸壁(水深14m)

泊地(水深14m)

航路・泊地(水深14m)

荷役機械

岸壁（水深12m）（延伸）

航路・泊地（水深12m）
（拡幅） 岸壁（水深14m）（延伸）

航路・泊地（水深14m）
（拡幅）

航路（水深14m）
（拡幅）

ふ頭用地

臨港道路

荷役機械

桟橋（水深19m）
新南陽地区

徳山地区 下松地区

小名浜港実施中プロジェクト 徳山下松港実施中プロジェクト釧路港実施プロジェクト

志布志港実施中プロジェクト

航路及び泊地（水深14m）

岸壁（水深14m）ふ頭用地、荷役機械

新若浜地区

若浜地区岸壁（水深14m）（改良）

航路及び泊地（水深14m）

航路及び泊地（水深12m）

岸壁（水深12m）

ふ頭用地
荷役機械

水島地区

玉島地区

水島港実施中プロジェクト

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約４割削減※

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
最新鋭石炭火力発電所の建設計画が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約２割削減※

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
貯炭場において出荷設備の増強や発電設備の

建設計画が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約２割削減※

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
新たな穀物関連企業の進出

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約１割削減※

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
飼料製造工場等への設備投資が進展

▶ 大型船による共同輸送を促進：
海上輸送コスト約４割削減※

▶ 公共投資に合わせた民間投資：
サイロ増設や飼料製造工場の新規立地が進展

民民間間投投資資 約約220077億億円円 民民間間投投資資 約約11,,005566億億円円

民民間間投投資資 約約333344億億円円 民民間間投投資資 約約112200億億円円

臨港道路

岸壁（水深16m）（耐震）

岸壁（水深18m）（耐震）

泊地（水深16m）

航路・泊地（水深16m）

航路・泊地（水深18m）

荷役機械

政策の目的

◆生産性の向上

大型船が入港できる岸壁等の
整備に加えて、企業間連携によ
る共同輸送を実現することで、海
上輸送コスト削減を目指し、飛躍
的な生産性の向上を図る。

◆国際競争力強化

産業インフラの機能強化を図ると
共に、公共投資に合わせて民間投
資の動きも活性化させ、経済の好
循環に繋げる。

※国土交通省港湾局試算
26
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【釧路港】 国際物流ターミナル整備による穀物の大量一括輸送の実現

○北米に最も近い穀物取扱港の釧路港にて、大量一括輸送を可能とする国際物流ターミナルを整備(水深14ｍ
岸壁)（2019年供用開始）。

○飼料工場の新設等の民間投資（合計約207億円）が進むとともに、入港船舶が大型化し１隻当たりの荷下ろし
量が約1.7倍に増加することで、物流効率化が図られ、安定供給の実現にも寄与。

穀穀物物ササイイロロ増増設設
1144基基完完成成((22001166年年))

投投資資額額::約約2200億億円円
1177基基完完成成((22001199年年))

投投資資額額::約約3300億億円円

製製品品用用ササイイロロ増増設設
2288基基増増設設（（22001166年年))
投投資資額額::約約33億億円円

第２埠頭

第１埠頭

飼飼料料工工場場新新設設
（（22001199年年））

投投資資額額::約約6633億億円円

2016年

2019年

© Airbus DS/Spot Image2019

国国際際物物流流タターーミミナナルル
岸岸壁壁((水水深深1144mm))整整備備

（（22001199年年供供用用開開始始））
整整備備費費用用：：約約118800億億円円

物流事業者（船社・船舶代理店）

荷主（サイロ事業者）

国際物流ターミナル整備と

民間投資の促進

船舶大型化と

１寄港あたりの輸入量増加（約1.7倍）

1

9
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90%
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2018年度 2019年度

2万未満 2万～3万 3万～4万

4万～5万 5万～6万 6万以上

【荷下ろし量（単位 トン/隻）】

供供用用前前 供供用用後後

30,609ｔ/隻 53,562ｔ/隻

入入
港港
船船
舶舶
がが
大大
型型
化化

平均

約約11..77倍倍にに増増加加
１隻あたりの荷下ろし量

自治体（釧路市）

牛牛舎舎等等のの整整備備（（内内陸陸部部））
投投資資額額::約約9911億億円円

合合計計民民間間投投資資額額
約約220077億億円円

合合計計新新規規雇雇用用数数
約約111100人人

関係者の声

＜海上輸送日数＞
供用前：最大31日間
供用後：14日間

民民間間投投資資と雇雇用用がが創創出出され、
地地域域のの活活性性化化に繋がっている。

入港船舶が大型化し、物流効
率化が図られ、港港湾湾利利用用料料がが
３３４４％％削削減減（年間）。

ファーストポート化により輸輸送送日日
数数がが大大幅幅にに短短縮縮し、遅延リスク
等が減少。
農家の方々への配配合合飼飼料料のの安安
定定供供給給に寄与。

民間投資：約207億円
雇用創出：約110人 29

“みなと”を核とした地域活性化

港湾管理者資料、新聞報道等より国土交通省港湾局作成

２０２０年９月現在。港湾整備に対応した民間投資と新規雇用の例を記載(なお、主に
公表情報を元に記載しているため、計上されていない民間投資額、雇用人数もある。
一部、将来分を含む)。

公共の港湾投資に伴い、

地域への新規の民間投資が促進、
雇用が創出されている。

臨臨海海部部へへのの建建機機工工場場等等のの新新規規
立立地地(約約１１，，００４４００億億円円)、、内内陸陸部部のの
工工場場設設備備増増強強(約約６６５５００億億円円)

投投資資額額：：約約１１，，６６９９００億億円円
(ＨＨ１１８８～～ＲＲ３３)

雇雇用用増増：：約約２２，，２２００００人人

茨茨城城港港

舞舞鶴鶴港港
国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約２２７７１１億億円円(ＨＨ１１～～ＨＨ２２１１)

加加工工食食品品工工場場のの増増設設等等

投投資資額額：：約約３３４４８８憶憶円円
(ＨＨ２２１１～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約１１４４００人人

国際物流ターミナル

航路・泊地
(-14m)

加工食品工場

和田地区

岸壁(-14m)

臨臨海海部部へへのの食食料料ココンンビビナナーートトのの
新新規規立立地地

投投資資額額：：約約３３３３４４億億円円
(ＨＨ２２７７～～ＨＨ３３１１)

雇雇用用増増：：約約１１００００人人

国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約２２６６９９億億円円(ＨＨ２２９９～～ＲＲ７７)

高高松松港港
国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約１１３３８８億億円円(ＨＨ１１７７～～ＲＲ２２)

香西地区 朝日地区

建設用クレーン工場

航路、泊地
(-12m)

岸壁(-12m)(耐震)

国際物流ターミナル

臨臨海海部部へへのの建建設設用用ククレレーーンン
工工場場のの新新規規立立地地

投投資資額額：：約約２２１１５５億億円円
(ＨＨ２２９９～～ＲＲ１１)

雇雇用用増増：：約約１１００００人人

臨臨海海部部へへのの製製材材加加工工工工場場のの新新規規
立立地地等等

投投資資額額：：約約６６８８１１億億円円
(ＨＨ２２５５～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約６６８８００人人

岸岸壁壁、、防防波波堤堤等等のの整整備備

約約４４４４８８億億円円(ＨＨ９９～～ＲＲ５５)

細細島島港港

製材加工工場
新規立地・増設

泊地(-7.5m)
岸壁(-7.5m)

防波堤

岸岸壁壁、、防防波波堤堤等等のの整整備備
(復復興興事事業業)

約約８８１１億億円円(ＨＨ２２３３～～ＲＲ２２)

相相馬馬港港

沖防波堤

LNG火力発電所

LNG基地

バイオマス発電所

岸壁(-12m)(耐震)

航路・泊地
(-12～14m)

国国際際海海上上ココンンテテナナタターーミミナナルル

のの整整備備

約約２２５５５５億億円円(ＨＨ２２００～～ＨＨ２２７７)

自動車部品
加工工場

物流施設

清清水水港港

泊地(-15m)

岸壁(-15m) (耐震)

内内陸陸部部へへのの産産業業機機械械工工場場のの
新新規規立立地地等等

投投資資額額：：約約３３７７２２億億円円
(ＨＨ２２６６～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約５５２２００人人

国国際際物物流流タターーミミナナルルのの整整備備

約約１１８８００億億円円(ＨＨ２２６６～～ＨＨ３３００)
(ううちち、、民民間間のの荷荷役役機機械械のの投投資資３３８８憶憶円円)

臨臨海海部部へへのの飼飼料料工工場場のの新新規規
立立地地等等(約約１１１１６６億億円円)、、内内陸陸部部のの
牛牛舎舎等等のの整整備備(約約９９１１億億円円)

投投資資額額：：約約２２００７７億億円円
(ＨＨ２２７７～～ＲＲ３３)

雇雇用用増増：：約約１１１１００人人

航路・泊地(-12m)

岸壁(-12m)

国際物流ターミナル

食料
コンビナート

荷役機械

水水島島港港

岸壁(-14m)航路・泊地(-14m)

泊地(-14m)

飼料工場

サイロ

荷役機械

国際物流
ターミナル

釧釧路路港港

岸岸壁壁、、防防波波堤堤等等のの整整備備

約約１１，，１１８８３３憶憶円円
(ＨＨ４４～～ＲＲ８８)

防波堤(東)
波除堤(中央)

岸壁(-12m)(耐震)

岸壁(-10m,
-12m,-14m)

国際物流ターミナル

建機工場B社建機工場A社 建機工場C社

国際海上コンテナターミナル

火力発電所

産業用ロボット
生産工場

臨臨海海部部へへののＬＬＮＮＧＧ基基地地のの
新新規規立立地地等等

投投資資額額：：約約２２，，２２４４３３億億円円
(ＨＨ２２６６～～ＲＲ２２)

雇雇用用増増：：約約１１７７００人人

国際海上コンテナ
ターミナル

“みなと”を核とした地域活性化
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○ 成長戦略フォローアップ（令和２年７月１７日閣議決定）において、「クルーズ船と受入港の安全安心確保に係るガイド
ラインを2020年度を目途に策定する等、再び安心してクルーズを楽しめる環境整備を図る。」としたところ。

○ 国土交通省において、感染症や危機管理の専門家等の意見を聞きながら、関係業界が整備するガイドラインなど、ク
ルーズの安全・安心の確保に関する検討を実施。

寄
港
地
に
お
け
る
受
入
体
制
の
構
築

ク
ル
ー
ズ
船
の
寄
港
検
討

船内における
感染防止対策

○乗客の事前スクリーニング
・検温、質問票 など

○船内の予防策
・マスク着用、手洗い、消毒、健康管理の徹底
・船内施設の座席数減、間隔確保
・換気の実施 など

○有症者発生時の拡大防止
・船医による診療
・船内隔離、イベント中止 など

日本外航客船協会ガイドライン
（国内クルーズを対象とした初版）

○クルーズ船の旅客や乗組員、ターミナルビル
の従業者の間の感染防止
・症状のある者の入場回避、マスク着用
・列や座席の間隔確保、消毒液配置 など

○ターミナルビルの従業者の感染防止
・健康状態確認 など

日本港湾協会ガイドライン
（国内クルーズを対象とした上記ガイドラインに対応）

旅客ターミナル等
における

感染防止対策

寄港地の関係機関等

情報共有等

※

（クルーズ船事業者）

（港湾管理者等）

※衛生主管部局、港湾関係機関等

国
土
交
通
省
に
お
け
る
ク
ル
ー
ズ
の
安
全
・
安
心
確
保

に
係
る
検
討
・
中
間
と
り
ま
と
め
（
９
月

日
）

18

クルーズを安心して楽しめる環境づくりへの取り組み

31

【細島港】 港湾と道路の整備による地域産業（林業）の再生

○細島港や東九州自動車道整備の進展により、大手製材メーカーが進出。
○地域の木材を材料にした製材製造や、中国の原木需要の取り込みにより、長らく低迷していた林業が再生。

【立地要因】
・原木集荷
・製製品品のの国国内内輸輸送送
・海外への輸出

細島港と東九州自動車道 中国の需要を受けて、
原木輸出量が増加
（4年間で約２倍）

原木を、製材に加工し出荷（2014年商業稼働開始）

原木

製材メーカーが安定的に木材を購入してくれたため、木木材材価価格格がが安安定定
し、木木材材（（素素材材））のの生生産産量量がが１１．．２２倍倍（（22001133年年比比））にに増増加加している。
（参考）宮崎県の木材（素材）生産量：171.3万㎥（2013年）→199.9万㎥（2019年） 【1.2倍】

林業従事者

木材を近隣から入手でき、港湾を通じて円滑に移出できること等に
より、製製材材のの出出荷荷量量がが１１．．３３倍倍（（22001133年年比比））にに増増加加している。

（参考）宮崎県の製材の出荷量：75万㎥（2013年）→96万㎥（2019年） 【1.3倍】

製材メーカー（中国木材）

自治体（宮崎県）

輸移出を通じて、地域の主産業である林業が活性化している。港湾
背後地（臨海部）でも民民間間投投資資・・雇雇用用がが６６８８１１億億円円・・６６８８００人人創創出出された。
※ 2013年～2020年における港湾整備に関連した民間投資額とそれに伴う新規雇用数を計上

大手製材メーカーの立地の事例

林業の再生！ 関係者の声

0
100 500 1000m

宮
崎
県

宮宮崎崎自自動動車車道道

東東九九州州自自動動車車道道

北九州～宮崎
2016.4開通

大分～宮崎
2015.3開通

延岡～宮崎
2014.3開通

国際物流ターミナル
（外貿、バルク貨物）
岸壁延長：260m
岸壁水深：-13m
輸出：原木等

内貿ターミナル
（内貿、バルク貨物）
岸壁延長：130m
岸壁水深：-7.5m

移出：製材、木材チップ等

コンテナターミナル
（外貿、コンテナ貨物）
岸壁延長：185m、260m
岸壁水深：-10m、-13m
輸出：原木、製材等

10

細細島島港港

15

中国木材（株）
日向工場

製材棟で加工される原木 製材

30
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特定離島における活動拠点の整備・管理

33

【海洋基本計画（平成30年5月閣議決定）】

海洋資源の開発及び利用や海洋調査等の諸活動が、本土から遠く離れた離島や海域においても安全かつ安定
的に行うことができるよう、人員、物資等の輸送や補給に必要な拠点施設として、特定離島（沖ノ鳥島及び南鳥
島）において、特定離島港湾施設の整備を推進するとともに、国による港湾の管理を実施し、その利活用を図る。

事業箇所

【南鳥島】

事業箇所

【沖ノ鳥島】

【南鳥島及び沖ノ鳥島の位置】

南南鳥鳥島島

沖沖ノノ鳥鳥島島 排他的経済水域
（同水域には接続水域も含まれる）

接続水域

領 海
（内水を含む）

公 海

延長大陸棚

我が国の領海及び
排他的経済水域
約447万k㎡

沖ノ鳥島による排他的
経済水域約42万k㎡

南鳥島による
排他的経済水域
約43万k㎡

父島

（資料）海上保安庁海洋情報部「日本の
領海等概念図」より作成

低潮線保全法※（平成22年6月施行）
※排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する法律

排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用に関する活動の拠点として、

国の事務又は事業の用に供する港湾の施設（特定離島港湾施設）の建設、

改良及び管理は国土交通大臣が行う。

低潮線保全基本計画※（平成22年7月閣議決定）
※排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する基本計画

◆◆特特定定離離島島をを拠拠点点ととすするる活活動動のの目目標標

・ サンゴ増殖技術の開発･確立による国土の保全

・ 海洋鉱物資源開発の推進

・ 持続的な漁業活動の推進

・ 海洋における再生可能エネルギー技術の実用化に向けた取組

・ 厳しい自然環境を活かした新素材の開発

・ 地球環境観測、地殻変動観測 等

【【特特定定離離島島港港湾湾施施設設のの整整備備内内容容】】

○南鳥島 （事業期間：平成22年度～令和４年度）
・ 岸壁（延長160ｍ・水深8ｍ）、泊地（水深8ｍ）を整備中

○沖ノ鳥島（事業期間：平成23年度～令和３年度）
・ 臨港道路を整備中

令和2年7月21日に促進区域に指定

令和元年12月27日に促進区域に指定
令和2年6月24日公募開始

青森県陸奥湾

長崎県西海市江島沖

青森県沖日本海（北側）

新潟県村上市及び胎内市沖

秋田県八峰町及び能代市沖

秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖

秋田県潟上市沖

千葉県銚子市沖
北九州港

鹿島港

秋田港

能代港

青森県沖日本海（南側）

長崎県五島市沖

北海道岩宇及び南後志地区沖（※）

北海道檜山沖（※）

山形県遊佐町沖（※）

令和2年7月21日に促進区域に指定
秋田県由利本荘市沖（北側）

ゆざまち

令和2年7月21日に促進区域に指定

がんう みなみしりべし

むつ

ひやま

かたがみ

おが

はっぽうちょう のしろ

秋田県由利本荘市沖（南側）
令和2年7月21日に促進区域に指定

さいかい えのしま

たいない

みたねちょうのしろ

のしろ

凡例

：促進区域（令和２年７月２１日指定）（４区域）

：「有望な区域」（令和２年７月３日追加）（４区域）

：一定の準備段階に進んでいる区域（６区域）
（「有望な区域」を除く）
このうち、（※）を付けた３区域は、令和２年７月３日に追加

：促進区域（令和元年１２月２７日指定） （１区域）

「有望な区域」・・・協議会設置及び国による調査の準備を

直ちに開始する区域

：基地港湾（令和２年９月２日指定）（４港湾）

ゆりほんじょう

洋上風力発電の導入促進に向けた取組（基地港湾・促進区域等の状況）
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